
令和５年度２月補正予算の概要について

Morioka

１ 予算編成の考え方・概要

〇 エネルギーや食料品などの価格高騰による負担増を踏まえ、
住民税均等割のみ課税世帯への給付及び低所得の子育て世帯への加算に係る経費を予算計上

２ 補正額及び歳出予算の状況

（１）今回補正額 ７２８,７５０千円 （財源は全額、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金）

（２）歳出予算の状況

３ 計上した事業

〇 低所得者支援補足給付金支給事業 ７２８，７５０千円 〔保健福祉部〕
低所得者支援補足給付金として、下記の支給に係る経費及び事務費
(1) 住民税均等割のみ課税される世帯

［支給額］ １世帯当たり１０万円
(2) 低所得者世帯のうち、子育て世帯への加算

［支給額］ 児童（１８歳以下）１人当たり５万円

［一般会計］ 単位：千円

国庫支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源

　現計予算額 131,172,271 27,956,420 10,207,121 11,297,982 3,356,586 78,354,162

　補正予算額 728,750 728,750 0 0 0 0

　補正後予算額 131,901,021 28,685,170 10,207,121 11,297,982 3,356,586 78,354,162
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２ 事業概要

(1) 住民税均等割のみ課税世帯への給付

ア 支給対象
令和５年度住民税均等割のみ課税世帯（想定5,000世帯）

イ 支給金額 １世帯当たり10万円

(2) 低所得者の子育て世帯への給付（こども加算）

ア 支給対象
(ｱ) 令和５年度住民税均等割のみ課税世帯
(ｲ) 令和５年度住民税非課税世帯

（(ｱ)(ｲ)合計 想定2,500世帯、児童4,100人）

イ 支給金額 18歳以下の児童１人当たり５万円

※平成17年４月２日生まれ以降の児童を対象。
※令和５年12月２日以降に生まれた新生児も対象。

【支給対象区分】

３ スケジュール
令和６年２月22日 全員協議会

３月定例会へ予算案上程
確認書発送開始 ※オンライン申請可

２月26日 コールセンター設置
３月１日 広報もりおかへの掲載
３月８日 支給開始
８月30日 申請期限
９月30日 事業完了

１ 趣旨
電力・ガス・食料品等の価格高騰による負担増を踏まえ、

生活と暮らしを支援するため、住民税均等割のみ課税世帯
及び低所得者の子育て世帯に対し現金を給付するもの。
（住民登録基準日：令和５年12月１日）

【参考】新たな経済に向けた給付金・定額減税一体措置

① 令和５年度住民税均等割非課税世帯 … 実施中

② 令和５年度住民税均等割のみ課税世帯
③ 低所得者の子育て世帯

④ 令和６年度に新たに①②となる世帯
⑤ 定額減税しきれない方 令和６年度実施予定

⑥ 所得税等納税者（定額減税）

令和５年度２月補正

⑤

②①

③

④

⑥

低所得者支援補足給付金支給事業について

約2,000世帯 約500世帯 約4,500世帯

こども加算
（18歳以下の児童１人当たり５万円）

均等割のみ課税
（１世帯当たり10万円）

住民税非課税
（１世帯当たり３万円＋７万円）

約29,000世帯


